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1．はじめに

　地球温暖化等の環境問題の解決に向け

て、道路環境の向上のための有望なビジ

ネスモデル、制度的措置等を検討し、広

く提案･提言することを目指して、平成

14 年８月に当機構が事務局となり、賛

助会員企業各社の皆様から自主的な参加

を募り発足した道路環境ビジネス研究会

の第４回総会が、去る６月８日に虎ノ門

パストラルにて開催されました。

　研究会会長の東京電力（株）林喬取締

役副社長をはじめ、「エコロードビジネ

ス部会」、「都市活性化ビジネス部会」及

び「省資源･新エネルギービジネス部会」

の正・副部会長並びに各部会員等53 社、

90 名、また、オブザーバーとして国土

交通省から日原洋文路政課長をはじめ４

名のご出席を賜りました。

　総会では、林会長の議事運営の下、各

部会における平成16年度の検討結果と

平成17年度の検討方針案が報告されま

した。以下、その概要について、ご報告

いたします。

2.平成16年度の
 検討結果と
 平成17年度の検討方針

　平成16 年度は「エコロードビジネス

部会」、「都市活性化ビジネス部会」及び

「省資源･新エネルギービジネス部会」の

３部会とも部会の中に検討テーマごとの

ワーキンググループ（以下、「ＷＧ」とい

います）を設け検討を行いました。

（1）エコロードビジネス部会

　平成16年度は、検討内容を大きく、

①エコロード普及のための課題解決方策

の検討、②エコロード実現に資する新た

なビジネスモデルの検討の２つに分けて

検討を行いました。

　①のテーマについては、環境にやさし

い道路づくりに係る資材・工法の普及の

ための情報提供の仕組みづくりとして、

その積極的な情報発信を行うことを目的

としたエコロードデータベースを試行的

に構築し、平成16 年10月より当機構ホ

ームページ上で一般への公開を開始しま

した。掲載している情報は、コストにつ

いての情報、採用実績、環境負荷低減効

果、NETIS等への登録状況等としてお

り、検索画面上からフリーワードによる

検索あるいは、用途や環境負荷低減効果

などの項目を指定しての検索が可能です。

掲載対象は道路環境ビジネス研究会参加

企業の商品に限定しており、公開開始時

点で89 品目の掲載となりました。また

公開後、全国都道府県・市・町に対して

データベースの広報を行うとともに、実

際に使用していただいた上で、内容やシ

ステム等についてのアンケートを実施し

ました。

　②のテーマについては、さらにテーマ

を（ⅰ）リサイクルの仕組みづくりと事

業化、（ⅱ）みどり豊かな空間創出のため

の方策、（ⅲ）エコロード実現のための道

路空間の有効利用、という３つに分け、

それぞれＷＧを設けて検討を行いました。

（ⅰ）リサイクルの仕組みづくりと事業

化

　当初このＷＧでは、建設汚泥、建設混

合物、建設発生木材、建設発生土の再資

源化のモデルを構築し、ビジネスにつな

げていく試みについて検討することとし

ていましたが、既にデータベースの構築

等の取組みが国土交通省中心に進められ

ていることから、現状分析及び道路空間

を利用したリサイクル材の活用の課題を

整理しました。

（ⅱ）みどり豊かな空間創出のための方

策

　道路空間における緑化や景観上の課題

等について検討した上で、緑化により、

道路空間が人々にやすらぎと潤いを与え、

より良い景観を提供し、安全で快適な場

となるための新たな提案を行うことを目

的に、対象を「オフィス街」と「幹線道路」

としてビジネスモデルの検討を行いまし

た。

（ⅲ）エコロード実現のための道路空間

の有効利用

　道路環境の改善、利便性の向上及び賑

わい・憩い・潤いの創出を図る新たな道

路空間利用の提案を行うことを目的に、

「都市部の交差点」及び「商店街」を対象

としたビジネスモデルについて検討を行

いました。

　平成17年度は、引続きエコロードデ

ータベースの試験運用を行い、エコロー

ド普及に向けての課題解決のため、同デ

ータベースの効果についてさらに詳細な

検証を行うこととしています。また、平
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成16年度に新たなビジネスモデルとし

て検討を行ったテーマについては、エコ

ロードの実現化に向け、より具体的な検

討を行い、実現性の高いビジネスモデル

の提案に取組むこととしています。

（2）都市活性化ジネス部会

　平成16 年度は、道路空間を活用した

都市活性化に資するべストプラクティス

集を部会として作成し、自治体等へ提案

することを目的として、以下の６つのテ

ーマについて、それぞれＷＧを設けて検

討を行いました。

①道路付属物・道路占用物件等への広告

ビジネスの活用

　道路占用物件等に広告スペースを設け、

そこから得られる広告収入により、当該

占用物件等の修景及び維持管理費用等の

確保を図るビジネスモデルを検討しまし

た。その実証実験のため、平成16年10

月２、３日に開催された千葉市都市景観

市民フェスタのパラソルギャラリーの一

環として、実際に電力会社の占用物件で

あるパットマウント（地上変圧器）を修

景した実物模型を作成、展示し、来場者

に対してこのような手法、修景効果など

についてアンケートを実施しました。
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②地下空間を活用した広告ビジネス

　歩行者専用の地下空間の壁面等に広告

スペースを設置することにより、一般的

に暗いイメージの多い地下空間に明るさ

や賑わいを創出し、地下空間の活性化を

図るとともに、得られた広告収入により、

広告スペースの維持・管理・運営だけで

はなく、地下空間の清掃等、維持管理費

用の一部を賄うビジネスモデルの検討を

いました。

③都市のライトアップ

　建物や歩道空間のライトアップや、イ

ベントの一環として都市内をライトアッ

プすることにより都市の景観を向上させ、

都市の魅力（タウン・ブランド）を高め

るとともに、都市の賑わいを創出し、活

性化を図るビジネスモデルの検討を行い

ました。

④駐車場案内システムに係わる新たなビ

ジネス

　カーナビゲーションシステム等のＩＴ

技術の進展や、道路利用者ニーズの変化、

さらには更新時期に来つつある既存シス

テムなどの状況変化とあいまって、より

高いサービスや多様な情報提供等を望ま

れている駐車場案内シスムについて、商

業情報、施設情報、イベント情報等の民

間商業サービスや、駐車場情報に防災情

報等の公共サービスも加えた、多様な情

報を提供可能な新たな駐車場案内システ

ムのビジネスモデルの検討を行いました。

⑤駅周辺における情報板による情報提供

ビジネス

　交通結節点である駅周辺地区において、

行政の情報だけではなく、民間情報（広

告等）も提供することにより民間資金も

活用し、都市に賑わいを創出する駅前大

型情報板の整備・運営について、ビジネ

スモデルの検討を行いました。

⑥道路空間の新たな利用による都市活

性化

　道路空間をストリート・パフォーマン

スのために利用したり、映画やドラマな

どのロケーションとして利用することに

より、訪れる観光客等によって都市に直

接的あるいは間接的な経済効果をもたら

すとともに、賑わいを創出し、都市の活

性化に寄与している活動について検討を

行いました。

　平成17年度は、道路として都市の活

性化に資する取組みを支援するための方

策の検討をし、それらを通じて新たな

“ビジネス”環境を創出することを目的

に「安全・安心なまちづくりを通じた活

性化」を大きなテーマとして掲げ、具体

的には「歩道に人が歩く安全・安心なま

ちづくり」と「災害に強いまち・それを

支える道」の２つをテーマとして、検討

を行うこととしています。

（3）省資源･新エネルギービジネス
部会

　平成16 年度は、以下の３つのテーマ

について、それぞれＷＧを設けて検討を

行いました。

①道路空間を活用した水素供給事業に

関する検討

　道路空間を活用した水素供給事業のた

めの導管ネットワークの構築について、

先行して制度を整備している諸外国にお

ける制度や国内における水素配管・パイ

プラインの運用事例並びに現行ガス事業

及びガス事業法を調査するとともに、平

成14 ～15 年度調査における部会の検

討成果を整理した結果、天然ガスパイプ

ラインと同等の規格、規制で基本的には

可能であること、また、水素パイプライ

ンによる水素事業を実現するためには、

地域独占供給の検討も必要ではないかと

の検討結果を得ました。

②循環型社会におけるＳＡのモデル検

討

　高速道路のＳＡ敷地内に新エネルギー

を導入し、ＳＡのエネルギー自立化を図

ることを目的に、検討の対象となるＳＡ

を選定した上で、風力、太陽光、バイオ

マス発電等、ＳＡへの導入を想定する新

エネルギーを絞り込み、供給可能性、経

済性及び環境性について、具体的な検討

を行いました。

③循環型物流拠点としての道路空間の

活用

　高速道路のインターチェンジと直結し

た地区に「循環物流関連施設」を整備し、

関東圏から排出される廃棄物を大型トラ

ックによって広域輸送を行うことにより

二酸化炭素排出量を削減するモデルを想

定し、具体的に神奈川県川崎市及び群馬

県水上町を検討対象地として整備形態に

ついて検討を行いました。

　平成17年度は、低公害車の普及に資

するインフラ整備に向けた道路空間の利

活用に関連した新しいビジネスモデルを

検討、整理し、地域的低環境負荷型モデ

ル都市の提案を行います。一昨年度のＡ

Ｅバス等調査や、昨年度までの新エネル

ギー導入検討の成果も活用し、カーシェ

アリング、コミュニティバス、高齢者用

個別移動手段など、電動型車両を中心に、

低環境負荷型であると同時に高齢者や障

害を持つ方などに配慮した地域内移動手

段の実現性を検討します。

3. おわりに

　以上の報告の結果、平成16年度の検

討結果及び平成17年度の方針案が了承

されました。現在、各部会とも平成17

年度のテーマについて、検討を進めてい

るところです。　　　（おおの・さとし）
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総　　　会

会　長　林　喬（東京電力（株）取締役副社長）
会員数　86社
事務局　（財）道路新産業開発機構

地球温暖化等の環境問題解決に向けて、道路環境の向上に関連するビジネスを振興するため、
有望なビジネスモデル、制度的措置等を検討し、広く提案・提言していくための研究組織

エコロードビジネス部会

環境に優しい建設資機材、設計の普及
促進等道路がもたらす環境への影響改
善に寄与するビジネスモデル、制度的
措置等について提案・提言する。

部会長　岸井隆幸
（日本大学理工学部教授）

都市活性化ビジネス部会

道路空間の有効利用を通じて都市活性
化に寄与するビジネスモデル、制度的
措置等について提案・提言する

部会長　北原理雄
（千葉大学工学部教授）

◎東京電力（株）
　岩崎電気（株）
　（株）大林組　
　（株）オリエンタルコンサルタンツ
　鹿島道路（株）
　（株）熊谷組
　ＫＤＤＩ（株）
　（株）建設技術研究所
　小糸工業（株）
　世紀東急工業（株）
　星和電機（株）
　（株）錢高組
　セントラルコンサルタント（株）
　（株）竹中土木
　（株）長大
　（株）東芝
　飛島建設（株）
　名古屋電機工業（株）
　西松建設（株）
　日新電機（株）
　日本技術開発（株）
　日本建設コンサルタント（株）
　日本工営（株）
　日本コムシス（株）
　日本信号（株）
　日本電信電話（株）
　（株）博報堂　
　パシフィックコンサルタンツ（株）
　（株）パスコ
　（株）日立製作所
　（株）フジタ
　富士電機システムズ（株）
　前田建設工業（株）
　松下電器産業（株）
　三菱電機（株）
　八千代エンジニヤリング（株）

省資源・新エネルギービジネス部会

道路空間の有効利用を通じて低公害車
利用やリサイクル社会の実現等に寄与す
るビジネスモデル、制度的措置等につい
て提案・提言する。

部会長　大聖泰弘
（早稲田大学理工学部教授）
委員　　山藤　泰
（関西学院大学大学院客員教授）

◎トヨタ自動車（株）
　（株）オリエンタルコンサルタンツ
　（株）協和エクシオ
　（株）建設技術研究所
　小糸工業（株）
　サンケン電気（株）
　ＪＦＥエンジニアリング（株）
　清水建設（株）
　シャープ（株）
　新神戸電機（株）
　新日本製鐵（株）
　セントラルコンサルタント（株）
　大成建設（株）
　（株）長大
　東京ガス（株）
　東京電力（株）
　（株）東芝
　日本工営（株）
　（株）日立製作所
　富士電機システムズ（株）
　古河電気工業（株）
　前田建設工業（株）　
　松下電器産業（株）
　三井造船（株）　

　計                         　　　     24社
　

アイシン精機（株）・伊藤組土建（株）・オ
ムロン（株）・（株）片平エンジニアリング・
極東工業（株）・（株）京三製作所・五洋建
設（株）・（株）ジェイファスト・住友電気工
業（株）・中央三井信託銀行（株）・東亜建
設工業（株）・東京海上日動火災保険（株）
・東京舗装工業（株）・豊田通商（株）・日
産自動車（株）・日本電気（株）・日本電通
（株）・（財）阪神高速道路協会・日立電線
（株）・（株）福山コンサルタント・（株）フ
ジクラ・富士通（株）・マツダ（株）・（株）み
ずほ銀行・三菱自動車工業（株）　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
計                         　　　　　 25社

計　　　　　　　　　　　　　36社

◎大成建設（株）
　大木建設（株）
　（株）オリエンタルコンサルタンツ
　鹿島建設（株）
　鹿島道路（株）
　（株）協和エクシオ
　（株）協和コンサルタンツ
　佐藤工業（株）
　清水建設（株）
　昭和電線電纜（株）
　世紀東急工業（株）
　（株）錢高組
　セントラルコンサルタント（株）
　大成ロテック（株）
　（株）長大
　東京電力（株）
　（株）東芝
　飛島建設（株）
　西松建設（株）
　（株）ＮＩＰＰＯコーポレーション
　日本技術開発（株）
　日本共同溝工業会
　日本建設コンサルタント（株）
　（株）間組
　パシフィックコンサルタンツ（株）
　フジタ道路（株）
　富士電機システムズ（株）
　前田道路（株）
　三井住建道路（株）
　三井造船（株）
　矢作建設工業（株）

   計　　　　　　　　　 　　　31社

◎ ： 副部会長

その他参加企業

道路環境ビジネス研究会構成図


